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今後の計画
この３年間の調査を通じて、論点整理と調査項目
の明確化は進んだが、現状ではまだ十分なデータが
得られていない。今後、さらに体系的な調査を行い、
在日コリアンをはじめとする在日外国人学生が、ど
のような状況で就職活動に臨んでいるのか、その過
程でどの程度１）就職差別を思わせる状況に直面し
ているか、２）自らのアイデンティティを変更する
圧力に直面しているかどうか、３）その一方で多様
性を重視し、積極的に在日外国人を採用している企
業がどの程度あるのかを明らかにする必要があると
考えられる。
今後は、人権教育研究室が 2015 年度から開始す
る公募制の研究などの枠組みを活用しながら、学内
の各関係者の協力の下でこうした調査を進めていけ
るよう準備をしていきたい。
在日外国人学生の権利のために大学に何ができるか –「関西学院大学人権教育」の基本方針から考える
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